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(資産形成)：企業価値向上と家計の資産形成を結ぶ「人的資本」の役割  

 

日本において「人的資本経営」が重要視されるようになり、企業が人的資本を適切に評価し、

企業価値へと変換する仕組みを構築する中で、報酬制度にもその方針が反映されつつある。ま

た、企業が人的資本経営を推進する中で、従業員がスキルの向上などを通じて企業価値の向上

を図ることは、家計の資産形成にも寄与し、双方で相乗効果が期待できる。 

 

日本において、「人的資本経営」が重要視されるようになっている。経済産業省によれば、「人

的資本経営」とは人材を「資本」として捉え、その価値を最大限に引き出すことで、中長期的

な企業価値の向上を目指す経営手法である。従来の年功序列や終身雇用といったシステムにお

いては、勤続年数や社内経験が重視されてきたが、技術革新の加速や労働市場の流動化に伴い、

個々のスキルや能力をいかに引き出し、それを企業価値へと転換するかが重要な課題となって

いる。 

 

このアプローチは、IT 企業やスタートアップをはじめとして、幅広い業種で採用されている。

業態を問わず、AIやデータサイエンスなどの専門スキルが企業の競争力を左右する時代におい

て、人的資本の質が企業価値を左右する重要な要素として評価されるようになりつつある。高

度な技能を持つ人材の育成が企業価値向上のための鍵と見なされているのである。特に技術革

新の激しい分野では、従業員の専門知識やスキルが競争力の中核を担うことから、人的資本を

いかに有効に活用するかが経営の重要なテーマとなっている。 

 

例えば、製造業では、技術者や現場の従業員が持つ専門知識や技能が企業の競争優位を築くた

めの重要な資産とみなされる。生産プロセスの効率化や品質管理において、従業員の技能向上

が企業全体のパフォーマンスに直結するケースは多い。サービス業においても、従業員の接客

スキルや顧客対応力が企業のブランド価値を高める重要な要素となる。金融業界では、データ

分析やリスク管理などの専門スキルが企業の競争力を左右する要因になる。 

 

賃金・報酬制度においても、企業価値と連動する仕組みに変更する流れが広がりつつある。東

京商工リサーチの調査ⅰによれば、「定期昇給」を実施した企業の割合は 74.2％と４年連続で

減少している一方、「ベースアップ」を実施する企業の割合は 61.4％と３年連続で増加し、過

去最高を更新した。定期昇給とは、従業員個人の勤続年数や年齢といった要素に基づき、自動

的に賃金が引き上げられる制度である。これに対し、ベースアップとは、企業業績や社会・経

済情勢に応じて賃金水準を全体的に引き上げる仕組みを指す。定期昇給が個人の属性に依存す

るのに対し、ベースアップは企業全体のパフォーマンスに影響を受けやすいという特徴がある。 

 

さらに、従業員個人の特定のスキルや資格獲得、リスキリングに対してインセンティブをもた

せる制度を導入する動きも加速している。例えば、特定のスキルの取得・維持に応じて昇給・

昇進する制度、国家資格や社内資格などの獲得に対する手当の支給、株式報酬制度（譲渡制限

付き株式やストックオプションなど）、営業利益などの業績指標にリンクした業績連動型の賞

与支給、社内外の研修プログラムの提供、大学・大学院などの学費補助、自己啓発目的の長期

休暇（サバティカル休暇）の付与などが挙げられる。業態間で特徴に違いはあるものの、これ
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らの取り組みは単に賃金や報酬の魅力を高めるにとどまらず、企業価値向上を目指した人的資

本の活用と密接に関わっている。 

 

一方で、家計における「人的資本」の捉え方も重要である。家計のバランスシート理論では、

家計（個人や家庭）を一つの経済主体として捉え、資産と負債のバランスを分析することで健

全な資産形成を目指す（図表）。この理論において、人的資本とは、家計が持つ属性、スキル、

知識、経験などをもとに将来にわたって得られる稼得能力の現在価値を指す。人的資本は資産

形成の起点とされ、退職までの時間が長いほど重要な要素になる。そして、この人的資本を金

融資産や実物資産へといかに転換していくかが課題となる。報酬制度の変化に対応して、リス

キリングや学び直しを通じてスキルや能力を向上させることは、家計にとっても人的資本の維

持・拡大につながり、最終的に資産形成を促進する意義を持つ。 

 

図表：家計のバランスシート理論の概要 

 

（資料：Rudd and Siegel[2013]ⅱをもとに作成） 

 

企業と家計における「人的資本」は、一見異なる概念のように見えるが、実際には相互に影響

を及ぼし合うものである。企業が提供する研修や学習プログラムによって従業員がスキルを向

上させれば、それは企業価値の向上を促すだけでなく、家計の純資産を拡大する可能性も高め

る。とりわけ株式報酬や業績連動型の賞与支給といった制度は、企業価値の向上が家計の金融

資産の拡大に直接的に寄与する仕組みといえる。 

 

このように、企業が人的資本を適切に評価し、それを企業価値へと変換する仕組みを構築する

ことは、家計の資産形成にとっても大きなメリットをもたらしうる。企業価値の向上が賃金や

報酬の増加として還元されることで、個人の資産形成が促進される可能性がある。人的資本経

営の取り組みが多様な業種で進展する中、企業における「人的資本経営」と家計における「人

的資本の活用」が同じベクトルで進むことは、双方にとって共通の利益になり得るだろう。 

（福本 勇樹） 

 
ⅰ 「2024 年度の『賃上げ』率 最多は『５％以上６％未満』 実施率は 84.2％、中小企業は『賃上げ疲れ』も」

（東京商工リサーチ、2024 年８月 20 日） 
ⅱ Rudd, Andrew, and Laurence B. Siegel. "Using an economic balance sheet for financial planning." The 

Journal of Wealth Management 16.2 (2013): 15. 
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